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第１ 基本事項                                  

 

１ 指定管理者募集の趣旨                            

平成１５年の地方自治法の一部改正により創設された指定管理制度は、公の施設の

管理において、民間の事業者の有するノウハウを活用することにより、市民サービス

の向上と経費の節減につなげようとするものです。 

そのため、指定管理者の選定に当たっては、広く事業者を公募し、管理運営につい

て創意工夫のある提案を募集します。 

本募集要項は、地域の歴史を見つめてきた旧浜脇中学校の学び舎を活用した、竹工

芸等ものづくり産業の高付加価値化を担う人材を育成するための「ものづくり工房」

と、ひとびとと地域を結び、共に生き、交流するための「地域共生広場」から成る

「別府市ものづくり支援等複合施設」のうち、「地域共生広場」の指定管理者の募集に

関して必要な事項を定めたものです。 

 

２ 対象施設の概要                               

「別府市ものづくり支援等複合施設（以下「複合施設」という。）」は、昭和２４年

４月に別府市立第五中学校として開校し、令和３年３月を以て閉校となった別府市立

浜脇中学校を地域の資源として活用するもので、「ものづくり工房（以下「工房」とい

う。）」と「地域共生広場（以下「広場」という。）」の２つの施設によって構成される

複合施設です。 

工房は、竹工芸等ものづくり産業の高付加価値化を担う人材を育成することを目的

とし、工房の貸出しや新たな技術等に係る研修等を実施するもので、市が管理運営を

行います。 

広場は、世代や特性に依らない多様な主体の交流を促進することを目的としてお

り、多様な主体の交流の場やこどもや高齢者等の居場所の創出等の事業を指定管理者

が企画して実施するものとします。また、現在別府市営体育施設として利用されてい

る運動広場及び体育室を含めた包括的な管理運営を行い、利用者が快適で安全に利用

できるように努めるものとします。 

なお、災害時においては、避難所及び避難場所として体育室を開放します。 

(1) 複合施設の名称 別府市ものづくり支援等複合施設 

(2) 所 在 地   別府市大字浜脇 1208 番地 

(3) 規   模    

ア 敷地面積  約 17,947 ㎡ （運動広場：約 9,102 ㎡） 

イ 延床面積  約 2,972 ㎡ （管理教室棟：約 2,027 ㎡、体育室：約 945 ㎡） 

ウ 構  造  管理教室棟：鉄筋コンクリート造、地上４階建 

体 育 室：鉄筋コンクリート造（一部Ｓ造）、地上１階建 
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 (4) 構成施設 

施設名 構成 備考 

ものづくり工房 ・工房①～⑥（旧音楽室、旧調理室、旧普通教室

（４部屋）） 

・ものづくり教室（旧図書室） 

・竹の加工場（旧昇降口） 

管理教室棟 

２，３階 

地域共生広場 ・飲食スペース（旧校長室、旧給湯室） 

・多目的室（旧保健室） 

・事務室等（旧事務室、旧更衣室、旧印刷室） 

・体育室（旧体育館） 

・運動広場（旧運動場） 

管理教室棟 

１階外 

 

共用部分 ・総合受付、ロビー（旧職員室） 

・廊下、階段、トイレ、駐車場、その他上記に記

載のないもの 

 

  ※施設構成の詳細は資料２ 地域共生広場平面図及び資料５ 別府市ものづくり支援等

複合施設の概要を参照してください。 

 (5) スケジュール  改修工事 令和７年９月～令和８年３月（予定） 

開  館 令和８年１０月（予定） 

※スケジュールは変更となる場合があります。 

  (6) 管理運営の基本方針 

    各施設の管理主体及び地域や利用者の代表等で構成する連絡協議会を設置し、適

正な管理運営を図るとともに、稼働状況等を踏まえた施設の在り方等を適宜検討

します。 

    なお、下記の指定期間中は、複合施設の目的達成のための適切な管理運営方法等

の実証期間と位置付けています。本業務を通じて、広場や旧浜脇中学校の利活用

のための市民、社会のニーズを把握し、連絡協議会における検討に付するものと

します。 

  (7) 各施設の呼称 

    各施設の呼称については、地域住民及び利用者の親しみやすさ等を考慮し、連絡

協議会で検討の上、指定管理者が決定するものとします。 

 

第２ 管理運営に関する事項                             

 

１ 指定期間                                  

令和８年１０月１日から令和１１年３月３１日まで（２年６か月） 
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※令和７年度中に施設・設備の改修工事を行います。令和８年１０月１日に複合施

設として開館予定であり、本指定期間の前日までを開館準備期間とします。 

 

２ 広場の事業                                 

(1) こどもや高齢者等の居場所の創出に関すること。 

(2) 世代や特性に依らない多様な主体の交流の促進に関すること。 

(3) 広場の目的を達成するために必要な事業に関すること。 

 

３ 指定管理者が行う管理の基準                          

(1) 関係法令及び条例を遵守し、適正な管理運営を行うこと。 

(2) 平等な利用を確保し、公平かつ適切なサービスの提供を行うこと。 

(3) 施設及び設備の管理運営を安全かつ適切に行うこと。 

(4) 業務に関連して取得した個人に関する情報を適正に取扱うこと。 

(5) その他、管理の基準の細目については、市と指定管理者の間で締結する協定で 

定めるものとする。  

 

４ 指定管理者が行う業務                            

(1) 管理業務 

指定管理者は、別府市ものづくり支援等複合施設の設置及び管理に関する条例

（令和７年条例第２７号）（以下「条例」という。）第１１条各号に掲げる業務に

関し、次のとおり実施してください。ただし、市長の権限に属する事務（行政財

産の目的外使用の許可（地方自治法第２３８条の４第７項）、審査請求に対する決

定（地方自治法第２４４条の４）等）、は除きます。 

   ア 広場の管理運営に関する業務 

   イ 広場の使用許可に関する業務 

   ウ 広場の利用料金に関する業務（キャッシュレスによる利用料金に関する業務を

含む） 

   エ 広場及び共用部分の維持管理に関する業務 

オ 指定事業（交流促進事業）に関する業務 

  (2) 自主事業に関する業務 

(3) 留意事項 

ア 業務内容の詳細については、募集要項に添付する「地域共生広場指定管理業

務仕様書」（以下「仕様書」という。）を参照してください。 

イ 管理業務の全部を第三者に委託し又は請け負わせることはできません。ただ

し、業務の一部について、市の承認を得た上で、専門の事業者に委託すること

は可能です。 
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ウ 事業の評価結果等により、指定管理者の業務が基準を満たしていないと判断

した場合、改善の勧告、指示等を行い、なお改善が見られない場合は、指定を

取り消すことがあります。 

第３ 管理経費に関する事項                              

 

１ 施設等の利用に係る料金収入等                          

(1) 広場の管理においては、公の施設の利用に係る料金を指定管理者が自らの収入

として収受する「利用料金制」を採用します。 

利用料金の額については、市が条例で定める額の範囲内で、市の承認を得て、

指定管理者が定めることができます。 

  (2) 指定事業の実施に当たっては、市の承認を得た上で、実費相当の参加費を参加

者から徴収することは可としますが、その収入は全額指定事業の実施に必要な経

費に充てることとします。 

 

２ 委託料                                    

管理業務経費見込額から利用料金収入見込額を差し引いた額を指定管理委託料（以

下「委託料」という。）の額としています。 

市は、選定された指定管理者が提出した収支計画に記載の委託料の額を上限として

委託料を支払います。委託料の額、支払時期、方法等については、毎年度の本市予算

範囲内で市と指定管理者で締結する年度協定書で定めることとします。 

広場の管理業務に係る委託料の基準価格については以下のとおり設定しており、申請

に当たっては、基準価格以内の委託料に基づいて事業計画及び収支計画を作成すること

とします。 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

６，８８５千円 １３，１４０千円 １３，１４０千円 

なお、年度毎の基準価格は消費税及び地方消費税を含んだ額であるので、留意して

ください。また、基準価格を超えた委託料の額にもとづいた申請があった場合、失格

とします。 

 

３ 委託料に含まれる経費                             

 委託料に含まれる経費は、以下となります。 

(1) 人件費（法定福利費等諸経費含む） 

 (2) 施設管理費 

① 事務費（消耗品費、通信運搬費、印刷製本費等） 

② 委託費（清掃業務委託費、草刈業務委託費等） 

③ 管理費（修繕料等） 
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 (3) 損害賠償責任保険等 

(4) 公租公課 

(5) その他、管理運営に係る経費 

※修繕料については、あらかじめ額を示し委託料（様式３号 収支計画書に記載

する額）に含めます。 

 

４ 委託料に含まれない経費                            

(1) 光熱水費 

複合施設は新設であり、実績がないことから市が負担します。 

(2) 自主事業費 

自主事業に関する経費は、指定管理者の負担とします。 

(3) 施設及び設備維持管理費の一部 

複合施設は、建物全体に係る施設・設備維持管理等を共通としていることか

ら、建物全体の保守、維持管理業務（一部を除く）は市が外部委託を行い、市の

負担とします。（資料３ 保守・点検等業務委託リスト参照） 

 

５ 委託料の精算                                 

市から支払う委託料については、原則として精算による返還を求めません。 

ただし、委託料に含まれる修繕費については、実績額との差額を差し引いて委託料

を支払うこととします。 

また、災害等の特別な場合を除き、指定管理者の運営に起因する不足額が生じた場

合は、原則として補填は行いません。 

 

６ 委託料の支払                                 

  事業年度（毎年４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに委託料を決定し、その委託

料を支払います。支払金額及び方法等は、協定書に定めます。 

 

７ 管理口座・区分経理                              

  指定管理者としての業務に係る経費及び収入は、団体自体の口座とは別の口座で管理

してください。 

また、指定管理者としての業務に係る経理（記録及び帳票等の作成を含む。）とその

他の業務に係る経理を区分して整理してください。 

 

第４ 応募資格等                                  

 

１ 応募資格                                  
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応募しようとするものは、次のいずれにも該当する法人その他の団体（以下「法人

等」という。）であること。 

(1) 単独の法人等又は複数の法人等により構成された共同事業体（以下「共同事業

体」という。）であって、指定管理期間中において、安全かつ円滑に本施設の管理

運営を行うことができる者であること。 

(2) 警備や緊急時の対応のため、市内に営業所、事業所等を有する法人等を原則と

する。 

 

２ 応募者の形態について                            

応募者の形態は、以下に示す形態のいずれかとします。 

応募時に設立していなくても応募できることとしますが、その場合、その実現性を

証明する資料を提出してください。 

また、別府市議会の指定の議決（令和７年１２月予定）までに、法人登記簿謄本ま

たは法務局登記官の受領書を提出してください。 

ア 単独団体 
１つの企業・団体 

（株式会社、任意団体等、組織形態は問わない。） 

イ ＳＰＣ 
主として本施設の管理を目的として新たに設立する特別目的会

社 

ウ 共同事業体 

複数の企業・団体から構成される共同事業体 

※共同事業体の形態をとる場合には、必ず代表企業・団体を明

記することとし、協定の締結に当たっては、共同事業体の構成

員全てを協定当事者とします。選定後の協議は代表企業・団体

を中心に行いますが、協定に関する責任は共同事業体の構成員

全てが負うこととなります。構成員の変更は原則として認めま

せん。 

 

３ 複数応募の禁止                                

単独で応募した法人等は、共同事業体で応募することはできません。また、共同事

業体で応募した法人等は、他の共同事業体の構成員となることはできません。 

 

４ 欠格条項                                  

次のいずれかに該当する法人等（共同事業体の構成員である法人等を含む。）は、応

募者となることができません。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当す

る者 

(2) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定によ
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り、本市又は他の地方公共団体から指定管理の指定を取り消され、２年（他の地

方公共団体から取り消された場合は、１年）を経過しない者 

(3) 市から指名停止措置を受けている者 

(4) 市発注工事に係る請負契約等に関し、次の事項に該当し、当該状態が継続して

いることから、指定管理者として不適当と認められる者 

ア 契約書に基づく措置要求に従わない等、請負契約等の履行が不誠実で

あること。 

イ 一括下請け、支払代金の支払遅延、特定資材等の購入強制等につい

て、関係行政機関等からの情報により請負者の下請契約関係が不適切

であることが明確であること。 

(5) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）等に基づく再生手続き等を行っている法人等又は銀行取引停止、主要取

引先からの取引停止等の事実があり、客観的に経営状況が不健全であると判断さ

れる者 

(6) 法人市民税、法人税、消費税及び地方消費税について、過去１年間に滞納があ

る者 

(7) 指定を請負とみなした場合に、地方自治法第９２条の２、第１４２条（同法第

１６６条第２項において準用する場合を含む。）又は第１８０条の５第６項の規

定に抵触する本市の議員、市長、副市長、委員会の委員長又は委員が支配人、無

限責任社員、取締役、監査役若しくはこれらに準ずべき地位に就任している法人

等（本市が資本金その他これに準ずるものを出資している法人等を除く。） 

(8) 以下の暴力団関係者排除対象者に該当する者 

指定管理者の指定を受けようとする団体若しくはその代表者等（法人にあって

は、非常勤を含む役員及び経営に事実上参加している者、任意の団体にあって

は、その代表者及び経営に事実上参加している者。以下同じ。）又は指定を受けた

団体若しくはその代表者等が、次の事項のいずれかに該当すると認められる場合 

ア 暴力団関係者である場合 

イ 暴力団関係者に金銭、物品その他の財産上の利益を与えた場合 

ウ 暴力団関係者を使用した場合 

エ 暴力団関係者と密接な交際等を有している場合 

※ 指定申請時点で、欠格条項に該当しなかった法人等が、以後、欠格条項に該

当することとなった場合は、指定管理者の指定を行わず、又は指定の取消しを

行うことがあります。 
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第５ 公募手続                                  

 

１ 公募スケジュール                              

具体的な実施スケジュールは以下のとおりです。なお、問合せ等については、土曜

日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日を除く開庁日の午前９時から

正午まで、午後１時から午後５時まで（以下、「開庁時間等」という。）とします。 

（公募スケジュール） 

８月１８日（月） 募集要項等公表 

８月１８日（月）から 

９月２６日（金）まで 
募集要項等配布 

８月２５日（月） 
説明会 

（要事前申込） 

８月２５日（月）から 

９月５日（金）まで 
募集要項等に関する質問の受付 

９月１６日（火）※予定 
募集要項等に関する質問の回答 

（別府市公式ＨＰで公表） 

９月１６日（火）から 

９月２６日（金）まで 
申請書の提出期間 

 

２ 公募手続                                   

(1) 募集要項等配布 

以下の通り、募集要項等を配布します。 

また、別府市公式ホームページからもダウンロードすることができます。 

https://www.city.beppu.oita.jp/sisei/gyouseikaikaku/shiteikanrisya_bo

syuu.html 

配布日 令和７年８月１８日(月)から９月２６日(金)まで 

※ホームページからの閲覧、ダウンロードに関しては、時間等

の指定を設けません。 

配布場所 「第１２ 問合せ先」に同じ 

配布資料 募集要項 

別添１ 地域共生広場指定管理業務仕様書 

別添２ 審査基準 

様式第１～９号 

参考様式 
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資料１～６ 

(2) 募集要項等に関する説明会 

募集要項等に関する説明会を下記により行います。 

本説明会では、募集要項等の配布を行うとともに、施設の説明を行います。 

日  時 
令和７年８月２５日(月) 

午後１時３０分から１時間程度※予定 

場  所 
別府市南部地区公民館 ２Ｆ研修室 

（別府市浜脇 1 丁目 8 番 20 号） 

参加人数 
各団体３名以内とします。複数の団体で共同事業体を組む場合

にあっては、各構成団体につき２名以内とします。 

参加申込 

参加希望の方は「地域共生広場指定管理者募集要項等に関する

説明会参加申込書（様式第７号）」に必要事項を記入のうえ、８

月２２日（金）午後５時までに、「第１２問合せ先」までＦＡＸ

又は電子メールにてお申し込みください。 

(3) 募集要項等に関する質問票の受付 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

(4) 募集要項等に関する質問の回答 

 

 

 

 

(5) 指定申請書等の提出 

ア 申請書類 

申請に当たっては、以下の書類を市に提出していただきます。なお、市が必要

募集要項等の内容に関する質問を「地域共生広場指定管理者募集要項等に関す

る質問票（様式第８号）」により、以下のとおり受け付けます。 

受付期間 令和７年８月２５日(月）から９月５日（金）まで 

提出場所 「第１２問合せ先」に同じ 

提出方法 

指定の様式（様式第８号）に質問内容を簡潔にまとめて、電子

メールで送付してください。送付後は、「第１２ 問合せ先」担

当者まで送付した旨を電話連絡すること。電子メール送付に当

たっては、標題を「別府市 指定管理者募集要項等に関する質

問書」としてください。なお、上記以外の方法(電話、ＦＡＸ、

口頭、郵送等)による質問は一切受け付けないものとします。 

回 答 日 令和７年９月１６日（火）※予定 

回答方法 すべての質問に対する回答を別府市公式ホームページにて公

表します。質問者に対する個別の回答はいたしません。 
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と認めるときは、追加資料の提出を求めることがあります。 

提出書類 様式等 

① 指定管理者指定申請書 様式第１号 

② 申請に当たって事業者間の合意が確認できる書類 

（該当の場合のみ） 

参考例により

作成 

③ 地域共生広場の管理運営に関する事業計画書 様式第２号 

④ 地域共生広場の管理運営に関する収支計画書 様式第３号 

⑤ 人員配置計画書 
様式第３号の

２ 

⑥ 定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類 証明書写 

⑦ 当該法人の登記簿謄本又は登記事項証明書 

最新の状態を反映した指定申請書提出日より３か月以内に

発行されたもの。 

副本は写し可 

⑧ 貸借対照表収支決算書その他の団体の財務状況を明らかに

する書類（公認会計士等が作成したものに限る。） 

（申請の日の属する事業年度の前事業年度におけるもの。） 

任意様式 

⑨ 事業報告書その他の団体の業務の内容を明らかにする書類 

（申請の日の属する事業年度の前事業年度におけるもの。） 
任意様式 

⑩ 労働者災害補償保険に加入していることを証する書類 

（申請の日の属する事業年度の前事業年度におけるもの。） 
証明書写 

⑪ 納税証明書 副本は写し可 

 （ア）法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書 

（納税証明書「その３の３」を提出すること。） 

（提出日において発行から３か月以内のもの。） 

 （イ）別府市の市税に未納がないことの証明書 

（提出日において発行から３か月以内に本市税が課税

されていない者で市外に主たる事務所又は事業所を有

する者にあっては、主たる事業所又は事業所の所在地の

市町村税について、未納がないことの証明書） 

⑫ 応募事業者等確認書 様式第４号 

⑬ 誓約書 様式第５号 

⑭ 申立書（提出書類資料に該当がない場合のみ） 様式第６号 

イ 受付期間 令和７年９月１６日（火）から９月２６日（金）まで 
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午前９時から正午まで、午後１時から午後５時まで 

ウ 提出場所 「第１２問合せ先」に同じ 

エ 提出方法 指定申請書等正本１部及び副本（複写可）１０部をそれぞれ上記

「(1)申請書類の①～⑭」の順に並べて上記に定める提出場所に持参してくださ

い。 提出は前記方法に限りますので、郵送・ファクシミリ等による提出は受理し

ません。要求した内容以外の書類、図面等についても同様に持参のみとします。

ただし、「④地域共生広場の管理運営に関する収支計画書（様式第３号）」のみ、

データも「第１２問合せ先」に記載の電子メール宛に提出してください。 

 

３ 申請に当たっての留意事項                          

① 複数の申請の禁止 １応募者につき１申請とし、複数の申請をした場

合は、失格とします。 

② 申請書提出期限まで

に所定の書類の提出

がない場合 

申請はなかったものとして取り扱うこととしま

す。 

③ 接触の禁止 申請者及び申請者の代理人並びにその他の関係者

が選定に対する不当な要求を行った場合若しく

は、指定管理候補者選定委員会委員に個別に接触

した事実が認められた場合には、失格となること

があります。 

④ 共同事業体の構成団

体の変更 

共同事業体で応募する場合、代表団体及び構成団

体の変更は認めません。ただし、構成団体の倒

産、解散等の特殊な事情が認められ、審査の公平

性及び業務遂行上の支障がないと市が判断した場

合には、変更を可能とすることもあります。 

その際には、変更の旨を「第１２問合せ先」まで

ご連絡ください。 

⑤ 応募の辞退 団体の解散等の事情により、応募を辞退すること

が明白となった場合には、応募辞退届（様式第９

号）を提出してください。 

提出先：「第１２問合せ先」に同じ 

⑥ 提案内容変更の禁止 提出された申請書類の内容を変更することはでき

ません。 

⑦ 無効事項 申請書類に虚偽の記載があった場合や不正があっ

た場合、当該申請は無効とします。 
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⑧ 著作権の帰属等 事業計画書等の著作権は、申請者に帰属します。た

だし、市は、指定管理候補者の決定の公表等必要な

場合には、事業計画書等の内容を無償で利用できる

ものとします。 

なお、申請書類は理由の如何に関わらず返却しませ

ん。 

⑨ 情報公開条例に基づ

く情報公開 

提出された申請書類、選定過程、審査結果等につい

ては、別府市情報公開条例に基づく情報公開請求の

対象となるとともに、原則として指定管理候補者の

決定後、申請者名、選定結果等を公表するものとし

ます（非公開情報：個人に関する情報や申請者の正

当な利益を害するおそれのある情報等を除く）。 

⑩ 費用負担 申請に関して必要となる費用は申請団体の負担と

します。 

⑪ 情報提供 本事業提案応募のために説明会・現地見学等、定め

られた機会を除き、市から便宜を図ることはできま

せん。応募者は市が提供した情報、独自に合法的に

入手した情報のみで提案を行ってください。 

⑫ 本事業提案で得た情

報の取扱い 

本事業提案で得た情報について、応募者は第三者へ

の公表及び他目的への使用をすることはできませ

ん。ただし、以下の情報についてはその対象ではあ

りません。 

・公知となっている情報 

・第三者が本業務に関し合法的に入手できる情報 

⑬ 異議申立て 応募者は、提出期限後、応募条件の不知又は内容の

不明を理由として、異議を申し立てることはできま

せん。 

⑭ 用紙サイズ・規格 応募書類は日本工業規格Ａ列４番の規格を用いる

こと。用紙は片面使用とし、フォントサイズは１２

ポイント以上で記載してください。 

また、申請書一式は項目別に見出しシールを必ず付

けて、見やすい工夫をしてください。 

⑮ 複写 提出書類は、必要に応じて複写することがあります

（庁内及び選定委員会での検討に使用する場合に

限る）。 
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４ 提案内容                                   

本施設の設置目的を達成するとともに、より効果的・効率的に運用するための実効

性のある具体的な事業内容を求めます。そのため実効性や具体性がない提案事項等に

ついては、評価できない場合がありますのでご留意ください。 

なお、提案内容の実施については、指定管理者に指定された後、提案内容を基本

として改めて協議することとします。 

  (1) 事業計画書 

１ 管理運営方針について 

1-1 施設の設置目的及び市が示した管理の方針について 

 
施設の設置目的や運営の方向性等を踏まえ、施設の管理運営に当たる基

本的な考え方を記載してください。 

1-2 市民の平等な利用の確保に関する考え方について 

 
平等な利用の確保について、基本的な考え方を記載してください。 

1-3 質の高いサービスの提供を図るための具体的手法について 

 民間のノウハウ等を活かした質の高いサービスの提供について、具体

的な考え方を記載してください。 

２ 施設の効用を最大限に発揮する方法について 

2-1 利用促進の方策と目標について 

 施設の利用促進を図るための具体的な方策を目標値も含めて記載してく

ださい。 

2-2 指定事業（交流促進事業）に関する業務の企画提案 

 
指定事業（交流促進事業）の実施に当たっての基本的な考え方、目的、具

体的な内容について、目標を含めて記載してください。 

2-3 情報発信・広報宣伝について 

 施設の周知のために取り組む情報発信、広報宣伝の考え方や方策につい

て、具体的に記載してください。 

2-4 複合施設内の連携について 

 複合施設の特色を活かし、ものづくり工房との連携を図る方法を記載し

てください。 

2-5 施設の維持管理等について 
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 ① 施設の維持管理の考え方 

利用者に快適で安全に利用してもらうための、施設の秩序維持・設備

等の保守・施設の清掃及び警備等、施設の維持管理についての基本的な

考え方について記載してください。 

 ③ 安全対策や緊急時の対応 

災害や事故防止への取組、緊急時に対する対応の考え方について記 

載してください。 

 ② 施設の利用条件の考え方 

  利用時間・休館日等の設定の考え方について記載してください。 

2-6 自主事業の実施に当たっての基本的考え方 

 自主事業の実施に当たっての基本的な考え方、内容及び期待できる効果

を含めて記載してください。 

３ 管理運営の実施体制及び組織について 

3-1 収支計画 

 
指定期間における各年度の収支計画は様式３号により提出してくださ

い。管理業務と自主事業等における収入額及び支出額を区別して示して

ください。また、収入額と支出額の見込については、積算根拠を具体的に

示してください。 

なお、管理業務と自主事業等について支出額を分けることが難しい場合

は、それぞれの収入額の割合に応じて按分し計上してください。 

3-2 職員の配置 

 当施設の管理運営を行うにあたり組織体制（配置）の基本的な考え、特徴

を記載してください。 

3-3 安定的な運営が可能となる組織体制 

 ① 人員配置計画書（様式第３号の２） 

組織図に記載された職員全てについて、職種、担当する業務内容、能

力・資格・実務経験年数等、雇用形態（常勤職員、非常勤職員、臨時職

員、パート職員、委託職員等）、年齢層、週勤務時間、年間の人件費見込

額（法定福利費等を含む一切のもの）を記載してください。 

注）人件費の合計額（Ａ）は、収支計画書（様式第３号）の当該年度の

人件費の額と一致させてください。 
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 ② 日常の職員配置 

１日の標準的な職員配置（勤務時間帯と職種がわかるもの）とその考

え方について記載してください。※別紙でも可 

 ③ 職員研修 

職員の資質向上を図るための人材育成計画等を記載してください。 

3-4 安定的な運営が可能となる経理的基盤について 

 

貴団体の財政状況の健全性について記載してください。 

申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表、収支 

決算書その他の団体の財務状況を明らかにする書類（公認会計士又 

は税理士が作成したものに限る。）を添付してください。 

3-5 類似事業の実績について 

 
提案内容と類似の事業を運営実績があれば記載してください。また、そ

の運営により得られたノウハウ等についても併せて記載してください。 

４ その他 

4-1 地域振興等に向けた取組み 

 
地域と連携した事業や、地域活動への参加等による地域貢献の取組を行

う場合は、その内容を記載してください。 

4-2 地域の実情や課題への理解について 

 
地域の実情や課題について、その解決に向けた取組みに係る考え方及び

内容を記載してください。 

4-3 その他の提案等について 

 
施設の設置目的の効果的、効率的な達成、施設の利用促進、市民サービスの

向上を図るための提案や意見等があれば記載してください。 

(2) 収支計画書 

指定期間における各年度の収支計画は様式３号により提出してください。また、

収入額と支出額の見込については、積算根拠を具体的に示してください。 

 

５ 事業計画及び事業収支計画等の変更                      

指定期間中の事業計画書、事業収支計画、人員配置計画等の提案内容の変更について

は、指定管理候補者の選定における透明性と公平性を担保するために、特別な理由がな

い限り、原則として認めないものとします。 

ただし、市民サービスの向上及び施設の課題の解決並びに管理業務に係る収支の改善



- 16 - 

の提案がある場合等、公の施設の設置の目的を効果的に達成するために必要がある新たな

取組については、指定管理者と協議、調整の上、その効果が認められる場合に計画変更

を承認するものとします。 

 

第６ 指定管理候補者の選定                            

 

１ 選定方法                                  

外部有識者及び市職員の委員で構成する地域共生広場指定管理候補者選定委員会（以

下「選定委員会」という。）を設置し、経費を除いた施設の管理運営の内容を各審査委員

が審査する「事業評価」と、施設の管理運営に係る経費の内容を審査する「価格評

価」との合計点（以下「評価値」という。）が最も高い申請者を指定管理候補者とし

て選定し、この結果により最終的に市で指定管理候補者を決定します。 

なお、申請者が１者であっても選定委員会で審査し、指定管理者としての適否を判断し

ます。 

 

２ 審査基準                                

(1)  指定手続条例第３条各号に定める選定基準によることとします。詳細について

は「別添２ 審査基準」のとおりとします。 

(2)  評価値が最も高い提案者の得点（以下「最高評価値」という。）が２者以上ある

ときは、審査基準の「Ａ―２ 施設の効用の最大限の発揮」の各審査委員の評点の合

計点（以下「提案評価値」という。）がより高い者を指定管理候補者とします。さら

に、この場合において、提案評価値が同点の場合であるときは、審査委員会の協議

により指定管理候補者を選定します。 

(3) 最高評価値が最低制限基準点未満であった場合は、指定管理候補者として選定

しないものとします。 

 

３ ヒアリング                                 

(1) 選定に当たり、提出書類により応募資格、提案内容等を書類審査の後、選定委員会

によるヒアリングを行います。 

(2) 書類審査の結果は、全ての申請者に対して書面で通知します。 

(3) ヒアリングの日時、場所等については、後日、該当する申請者に対して書面で通知

します。 

(4) ヒアリングの出席者は３名以内とします。ただし、出席者は原則として代表者及び

その社員（任意団体にあっては構成員）に限ります。ヒアリングの時間は１申請者

あたり約３０分を予定しております。 

(5) ヒアリングの際に追加資料等の配布物は一切認めません。事前の提出書類の内
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容に基づきヒアリングを行います。 

 

４ 審査結果の通知及び公表                           

ヒアリングの後、選定委員会で申請者の最終評価を行い、指定管理者として最もふ

さわしい指定管理候補者を選定します。選定の結果は、申請者全員（共同事業体で応

募の場合、共同事業体の代表団体宛）に書面で通知するとともに公表します。 

 

第７ 指定管理者の指定及び協定の締結                      

 

１ 指定管理者の指定                              

指定管理者の指定には、別府市議会の議決が必要です。原則として選定された指定

管理候補者を令和７年第４回別府市議会定例会に上程し、議決を経たのち、指定管理

者として指定する予定です。（令和７年１２月予定） 

なお、議決を得ることができない場合、指定は行わないものとします。 

また、指定については、指定の相手方に書面で通知するとともに、告示を行います。 

 

２ 協定の締結                                 

市と指定管理者は、業務内容及び管理の基準等に関する詳細について協議の上、協

定を締結します。 

 

 ３ 留意事項                                  

(1) 指定の議決を経るまでの間に指定管理者に指定することが著しく不適当と認め

られる事情が生じたときは、指定の議決後においても、指定しないことがありま

す。 

(2) 指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指定

を取り消し、協定を締結しないことがあります。 

 

 

 

 

 

 

第８ 事業実施状況の監視等                           

 

１ モニタリング                                

市は、指定期間中の指定管理者の業務の実施状況を把握し、必要なサービス水準を

ア 正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。 

イ 資金事情の悪化等により、事業の履行に支障があると認められるとき。 

ウ 
著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくない

と認められるとき。 
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確保するため、モニタリングを行います。 

モニタリングの結果、管理の基準や事業計画書に記載された事項等が達成されてい

ない場合には、市は改善措置を講じる等の指導を行います。 

市の指導に従わない場合等、必要な場合には、業務の停止や指定の取消しを行うこと

があります。 

なお、モニタリングの詳細事項については、「別府市指定管理者制度運用ガイドライ

ン 第３章 モニタリング」を参照ください。 

(1) 定期モニタリング 

毎月、業務報告書を提出していただき、市は当該報告に基づき状況確認を行い 

ます。 

(2) 随時モニタリング 

必要に応じ、随時状況確認等を行います。 

 

２ 評価の実施と公表                                

市は、指定管理者の業務の改善及び市民サービスの一層の向上に資するため、前項「１ 

モニタリング」、毎事業年度終了後に提出される事業報告書等及び申請時に提出された事

業計画書、収支計画、人員配置計画書並びに協定書に記載する目標指標等により、業務の

実施状況について評価を行い公表します。 

なお、評価に関する詳細事項については、「別府市指定管理者制度運用ガイドライン 

第４章 評価」を参照ください。 

 

３ 利用者アンケート調査等の実施（利用者満足度調査）              

施設利用者の利便性の向上等の観点から、利用者アンケート調査等により、施設利

用者の意見・苦情等を聴取し、利用者のニーズを把握し利便性を考慮した管理運営を

行うため、下記に示す方法を基本として適切に実施してください。 

(1) アンケート調査の目的 

当該施設を管理する指定管理者は、利用者のニーズや施設・サービスの問題点

を把握し、改善していくことが大切となります。 

そのため、市は指定管理者が行う利用者アンケート調査への取組やその調査に

基づく改善状況などについて評価の対象と位置付けています。 

また、アンケート調査の調査方法等については、その結果の信頼性を確保し、

適切な方法で行うため、以下の方法を基本として実施をしていただきます。 

(2) 調査方法等 

ア 調査時期 

調査結果を施設やサービスの改善につなげる時期も踏まえて、市と協議し、

調査の実施スケジュールを組み立ててください。 
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イ 調査対象者 

調査対象者は、施設を利用する全ての利用者とします。 

ウ 調査方法 

全ての利用者に対して行う方法を基本とし、個人が特定できないように配慮す

るとともに、特定の時期や時間帯に調査を行った場合、特定の年齢に偏ることも

あることから、アンケート調査をする時期・時間帯を各施設の特性や利用形態等

に応じて、市との協議により詳細事項を決定してください。 

エ 調査対象件数 

協定書に明記された調査目標回収数を達成するように取り組んでください。 

また、調査における回答数等については、市の評価における指標として活用し

ます。 

オ 調査結果の原因把握・利用者サービス向上策の検討・実施 

調査結果に基づき、施設利用者の利便性の向上を図る上での課題を分析及び評

価を行い、速やかに業務改善に活用するものとします。 

カ 利用者サービス向上策の実施後の対応 

調査結果から検討した利用者の利便性の向上策を実施した後は、次年度以降の

利用者アンケート調査の結果がどのように変化するのかを把握するため、集計方

法は統一するなどの対策をしてください。 

(3) 業務改善等の対応に係る事前報告 

調査結果及びその分析結果等は、産業政策課に書面により速やかに報告するも

のとします。なお、利用者アンケート調査の分析の結果、改善が必要なものにつ

いては、必要な改善策を講じていただきますが、改善策を実施する際には事前

に、その内容について産業政策課に書面をもって報告するものとします。 

 

４ 帳簿類等の提出要求                             

指定管理者は毎年度事業終了後、速やかに財務諸表及び収支報告書を提出する必要が

あります。 

また、市の財務検査並びに監査等に必要と認める場合、指定管理者は本市が指定す

る期限までに帳簿書類その他の記録（会計帳簿及び収支に係る証拠書類等）を提出す

る必要があります。 

(1) 収支報告書 

収支報告書は管理業務と自主事業等の収入及び支出を区分して税込経理方式に

て作成してください（公認会計士等が作成したものに限る）。 

また、管理業務と自主事業等を区分することが困難な費目や大規模修繕工事等

にかかる経費については、それぞれの収入額の割合に応じて按分し整理するもの

とします。 
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(2) 会計帳簿及び証拠書類の整備等 

施設の管理運営に係る収支について、指定管理者の他の事業の収支と明確に区

分してください。また、必要な会計帳簿（現金出納帳、利用料金収入簿、仕入帳等）

及び収支に係る証拠書類（契約書、領収書、通帳等）を整備してください。 

また、給与・賃金等の支払状況や口座残高の確認などの財務検査を行う場合があ

ります。 

(3) 共同事業体における収支状況 

共同事業体が指定管理者となっている場合、各構成員が施設の管理運営のため

に支出した経費（給与、再委託費、物件費等）を収支報告書に計上してくださ

い。 

 

５ 監査の実施                                 

市が地方自治法に基づく当該公の施設の監査を実施する場合、これに協力してくだ

さい。 

 

６ 改善指示                                  

市は、指定管理者が年度ごとに定めた目標指標を達成できなかった場合やモニタリ

ングの結果において指摘事項等がある場合などで、改善の必要があると認められると

きは、指定管理者に対し書面にて改善の指示を行います。 

改善の指示を受けた指定管理者は、その改善結果を書面にて報告するものとしま

す。 

指定管理者が改善指示に従わないとき、その指定管理者が管理を継続することが適

当でないと認められるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の全部も

しくは一部の停止を命ずる場合があります。 

 

第９ 開館準備業務                                  

 指定管理者を指定（令和７年１２月予定）後、複合施設のオープンまでの間に必要な開

館準備業務のうち、市が費用負担する業務については、別途、市と指定管理者の間で委託

契約を締結することとします。 

なお、開館準備業務については、仕様書別紙１ 開館準備業務仕様書の定めるとおりで

す。 

 

第１０ その他                                  

 

１ 指定管理者の責任履行に関する事項                      

(1) 指定管理者は、施設利用者の被災に対する第１次責任を有し、施設又は施設利
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用者に被害があった場合は、迅速かつ適切な対応を行い、速やかに市に報告しな

ければなりません。 

(2) 指定管理者は、事業継続が困難になった場合又はそのおそれが生じた場合は、速

やかに市に報告しなければなりません。 

(3) 前記に規定するもののほか、指定管理者の責任履行に関する事項については、協

定で定めることとします。 

 

２ 事業の継続が困難となった場合の措置                     

(1) 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合は、

市は指定の取消しをすることができるものとします。その場合、市に生じた損害

は指定管理者が賠償するものとします。また、次の指定管理者が円滑かつ支障な

く、当施設の管理業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとします。 

(2) 当事者の責めに帰すことができない事由による場合  

不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により、

業務の継続が困難になった場合、事業継続の可否について協議するものとしま

す。一定期間内に協議が整わない時には、それぞれ、事前に書面で通知すること

により協定を解除できるものとします。なお、指定管理者は、次の指定管理者が

円滑かつ支障なく、本施設の管理業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとし

ます。 

(3) 指定管理者の指定取消後の対応 

協定を締結するまでの間に指定を取り消した場合、取消し後、他の（選定時に決め

ていた場合は、「第２順位、第３順位の」）法人等と、指定管理予定候補者としての

協定締結について協議を行うことがあります。 

(4) その他 

前記に規定するもののほか、事業の継続が困難となった場合の措置については、

協定で定めます。 

 

３ 協定書の解釈に疑義が生じた場合等の措置                   

協定書の解釈に疑義が生じた場合、または協定書に定めのない事項が生じた場合は、

市と指定管理者は誠意を持って協議するものとします。 

 

４ リスク分担に対する方針                            

協定締結にあたり市が想定する主なリスク分担の方針は、以下のとおりです。これは、

帰責事由の所在が不明確になりやすいリスクについての方針を示したものです。 
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項目 
負担者 

市 指定管理者 

管理業務  ◎ 

施設・設備・備品等の維持管理 ○（大規模な修繕） ◎ 

備品の購入、改修 ◎ 

○ 

（指定管理者の責に帰す

事由の場合） 

施設等の使用許可（不随事務を

含む。） 

○ 

（目的外使用許可） 

◎ 

（利用許可） 

災害時対応 
○ 

（指示等） 

◎ 

（待機体制の確保、被害

調査、報告、応急措置） 

事故、火災等による施設の損傷

及び被災者に対する責任 
◎ 

○ 

（指定管理者の責に帰す

事由の場合） 

災害復旧（復旧工事） ◎  

包括的管理責任 ◎  

施設に対する各種保険の加入 ○（事案による） ○（事案による） 

火災保険の加入 ◎  

利用者に係る賠償責任保険の

加入 
 ◎ 

物価変動  ○ 

金利変動  ○ 

一般的な税制変更 

（消費税を除く。） 
 ◎ 

消費税の変更 ◎  

（◎：原則として対応責任がある ○：一部責任を負う場合がある） 

※備品は、ひとつにつき３万円以上のものをいう。 

※利用者に係る賠償責任保険については、市を追加被保険者にするとともに、交

差責任担保追加特約を付帯すること。 

※疑義のある場合や、定めのない事項については、指定管理者と市が協議の上で

定めることとします。 

 

５ 指定管理者による大規模修繕工事等                        
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大規模な施設改修や建物補修に係る工事（以下、「大規模修繕工事等」という。）を指

定管理者が自己の費用と責任において実施する必要があると判断される場合は、市と指

定管理者が事前協議の上、指定管理者の同意を得て実施することができるものとします。 

(1) 指定管理者の同意事項 

ア 指定管理者の自己の費用と責任において実施すること。 

イ 指定期間終了後に原状回復を原則とするが、建物と一体不可分となるものにつ

いての所有権は本市に帰属するものとし、将来にわたってその権利を主張しない

こと。 

ウ 最終的に利用料金収入の減少などによる不足額が生じた場合であっても補填は

行わないこと。 

エ 工事事業者は、別府市が発注する工事契約に係る競争入札に参加する者に必要

な資格及び資格審査の申請の時期等に関する告示（昭和 55 年別府市告示第 176 

号）に規定する競争入札参加者の資格を有する事業者から選定すること。 

オ 工事事業者に「大規模修繕工事等における特記仕様書」に定められた事項の適切

な履行について指導・監督の徹底が図れること。 

カ 引渡完成後、速やかに工事一件に係る下記の関係書類の写しを本市に提出でき

ること。 

(ｱ) 仕様書等（設計図書・積算内訳含む） 

(ｲ) 見積書 

(ｳ) 契約書類 

(ｴ) 現場代理人・主任技術者等選任通知書（免許・資格者証等の写しを添付） 

(ｵ) 工程表 

(ｶ) 下請報告書 

(ｷ) 検査結果 

(ｸ) 引渡書 

(ｹ) 完成設計図書 

(ｺ) その他本市が必要とする書類等 

(2) 大規模修繕工事等の対象工事 

指定管理者が自己の費用と責任において大規模修繕工事等を実施する必要があ

ると判断できる要件は、建物修繕計画、長期保全計画等に基づき実施される躯体補

強工事や大型設備機器更新などにかかる施設の維持管理に影響する大規模工事で

ないことで、かつ以下のいずれかを満たす場合のみとします。 

   ア 建物の運営における安全管理等のための設備機器のオーバーホールにかかる修

繕工事でないこと。ただし、緊急性の高いものや施設の運営に影響が及ぶ等の理

由により指定管理者又は指定管理者が指定する特定の工事事業者が実施すること

が望ましいものについては、本市と事前協議の上、指定管理者が自己の費用と責
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任において実施することができる。 

イ 施設の維持向上に必要不可欠な修繕工事で、法令・条例・基準等の制定・改正

等により、社会的、政策的に施設整備が求められる工事（バリアフリー化工事、

インフラ整備に関する工事、省エネ対策工事など）でないこと。ただし、指定管

理者の発意（希望）によるものについては、本市と事前協議の上、指定管理者の

費用と責任において実施することができる。 

ウ 施設の維持向上に必要不可欠な修繕工事で、利用者サービスの向上や施設管理

の利便性向上等のための工事（サインの変更、ショップその他改装、事務所のレ

イアウト変更など）については、本市と事前協議の上、指定管理者が自己の費用

と責任において実施できる。 

(3) 大規模修繕工事等にかかる負担総額の上限額 

指定管理者が大規模修繕工事等にかかる負担総額の上限額は、自主事業等を含

む当該年度の総収入額から総支出額を差し引いた額（消費税及び地方消費税を含

む。）とします。 

 

第１１ 関係資料                                 

 

 １ 別添・様式                                  

      名   称 様式等 

１ 地域共生広場管理業務仕様書 別添１ 

２ 審査基準 別添２ 

３ 指定管理者指定申請書 様式第１号 

４ 地域共生広場の管理に関する事業計画書 様式第２号 

５ 地域共生広場の管理運営に関する収支計画書 様式第３号 

６ 人員配置計画書 様式第３号の２ 

７ 応募事業者等確認書 様式第４号 

８ 誓約書 様式第５号 

９ 申立書 様式第６号 

10 地域共生広場指定管理者募集要項等に関する説明会参加

申込書 

様式第７号 

11 地域共生広場指定管理者募集要項等に関する質問票 様式第８号 

12 応募辞退届 様式第９号 

13 共同事業体協定書 参考様式 

14 共同事業体構成員表 参考様式 
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 ２ 資料                                    

      名   称 資料番号 

１ 指定管理料（基準価格） 資料１ 

２ 地域共生広場平面図 資料２ 

３ 保守・点検等業務委託リスト 資料３ 

４ 既存備品リスト 資料４ 

５ 別府市ものづくり支援等複合施設の概要 資料５ 

６ 別府市ものづくり支援等複合施設の設置及び管理に関す

る条例 

資料６ 

 

第１２ 問合せ先                                 

 

〒８７４－８５１１  

 別府市上野口町１番１５号 

 別府市観光・産業部 産業政策課 横山 

電  話：０９７７－２１―１１３２ 

ＦＡＸ：０９７７－２３－０５５２ 

メールアドレス：takezaiku@city.beppu.lg.jp 

別府市公式ホームページ：https://www.city.beppu.oita.jp/ 


